
宇城市に於ける公会計情報活用と 

財務会計システムのポイント 

 

熊本県宇城市 財政課長 天川 竜治 
 

第3回 JFM地方自治体財政セミナー Ｈ28.10.27  

※ 本日のスライドに記載された事項は講師の私見であり、講師の所属する法人・団体等の公式見解ではないことをお断りしておきます。  
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 平成１７年１月１５日、三角
町・不知火町・松橋町・小川町
・豊野町の５町合併による新設
市。宇土（うと）郡と下益城（
しもましき）郡の合併により宇
城市と命名、昨年１月に市制１
０周年を迎えた。 

人口61,897人（平成22年度国調） 

平成2８年度一般会計当初予算 

       29,762百万円 

平成2７年度財政力指数  

0.40 

平成2７年度経常収支比率 

 89.5% 

熊本県宇城市 
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三角西港紹介 

•「明治日本の産業革命遺産 
九州山口と関連地域」の構成資
産の一つ。 

•明治三大築港の一つであり、
明治２０年に開港。 

•石積み埠頭をはじめ、当時の
施設がほぼ原型のまま現存して
いる。 

•平成２７年に世界遺産登録。 

 

世界遺産 



3 出典「広報うき」平成1７年7月1日号 



将来バランスシートと具体的改革策  

資産
83,695百万円

負債
41,364百万円

正味資産
42,331百万円

資産
80,231百万円

負債
32,102百万円

正味資産
48,129百万円

バランスシート（平成15年度） バランスシート（平成26年度）

＜改革項目の設定（一部抜粋）＞

①平成26年度にかけて人件費総額を20％程度削減

②事務事業の見直し、施設の統廃合などにより、

物件費を毎年2,500万円削減

③扶助費の内容を見直し、毎年2,000万円削減

④一部事務組合の効率化等により、補助費等を

平成21年度までに毎年4,000万円削減

⑤特別会計の財政健全化などにより、繰出金を毎年

4,000万円削減する。

⑥受益者負担の見直し、新たな財源の発掘により、

毎年1,100万円ずつ歳入額を上乗せする。

改革の
実施
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宇城市普通会計貸借対照表 
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○普通会計貸借対照表 （単位：百万円）

資 産 の 部 平成25年度 平成17年度 増減額 負 債 の 部 平成25年度 平成17年度 増減額

1 公共資産 89,563 86 ,550 3 ,013 1 固定負債 34,492 37 ,025 △ 2 ,533

　（1）有形固定資産 88,937 85,624 3,313 　（1）地方債 28,162 30,685 △ 2,523

　（2）売却可能資産 626 926 △ 300 　（2）長期未払金 140 0 140

2 投資等 8,205 7 ,966 239 　（3）退職手当引当金 6,190 6,340 △ 150

　（1）投資及び出資金 6,488 6,305 183 2 流動負債 3,497 2 ,959 538

　（2）貸付金 202 200 2 　（1）翌年度償還予定地方債 3,265 2,627 638

　（3）特定目的基金 1,060 1,081 △ 21 　（2）未払金 11 0 11

　（4）長期延滞債権 524 500 24 　（3）賞与引当金 221 332 △ 111

　（5）回収不能見込額 △ 69 △ 120 51 負 債 合 計 37,989 39 ,984 △ 1 ,995

3 流動資産 8,763 3 ,201 5 ,562

　（1）現金預金 8,679 3,081 5,598 純 資 産 の 部 平成25年度 平成17年度 増減額

　（2）未収金 84 120 △ 36 純 資 産 合 計 68,542 57 ,733 10 ,809

資 産 合 計 106 ,531 97 ,717 8 ,814 負債・純資産合計 106,531 97 ,717 8 ,814

借　方　【将来世代に引き継ぐ社会資本】 貸　方　【将来世代の負担】

【現世代までの負担や国県からの補助金】



平成23年度 
 

宇城市行政懇談会 
 

（豊野地区） 

宇城市長 篠﨑  鐵男 

6 出所 宇城市総務部総務課作成資料 6 



Kumamoto uki city 

負債が多く、資産が少ない 

■ 負債と純資産の割合が約 1 : 1.37 

   ・負債合計   625億5,400万円(△ 8億8,600万円) 

   ・純資産合計 859億7,300万円( 28億9,900万円)   

   ・資産合計  1,485億2,700万円( 20億1,300万円) 

          1 : 1.31  ⇒  1 : 1.37 
          （平成20年度）     （平成21年度） 
 

※ 理想的には １ ： ２ 
 

■ 負債（将来負担比率）の割合が高い 

           142.7     ⇒  142.9  ⇒  124.0 
          （平成20年度）     （平成21年度）     （平成22年度） 

7 出所 宇城市総務部総務課作成資料 



Kumamoto uki city 

将来世代の負担を減らすために 

■ 借金（市債）を減らす 

    ・公共事業の抑制 

     （必要最小限の起債） 
 

■ 純資産を増やす（行政コストを減らす） 

    ・職員数の削減  

     （合併時670人を、昨年度まで560人に削減） 
 

    ・施設の統廃合、事務事業の見直し 

 

8 出所 宇城市総務部総務課作成資料 
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施設白書 

• 行政コスト計算書の他
団体比較で物件費等
が多いことが判明 

• ２３０施設の現状把握と
将来展望 

• 施設別のバランスシー
トと行政コスト計算書 

• 施設群による比較 
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施設別管理運営方針 

 （出典：平成27年3月 宇城市「施設別管理運営方針」抜粋） 
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宇城市公共施設等総合管理計画 

• 本計画の計画期間は、平成27 

年度から平成36 年度までの10 

年間とします。 

• 進行管理として、建物等の公共
施設に関しては、「公共施設の
見直し方針」において、見直し
期間の目標年度を平成31 年
度としています。 

• インフラ施設に関しては、それ
ぞれが策定している施設の長
寿命化計画などにおいて、適
切な管理に努めます。 



宇城市立図書館 
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松橋図書館 
小川図書館 

三角図書館 
豊野図書館 

不知火（中央）図書館 



○ 検討の結果、耐震性が低いＣ図書館については廃止することとし、平成27年度解体撤去。 

○ 平成27年度に、市街地中心部から離れていたＥ図書館はA図書館の分館として中心部にある支所に移転（貸出冊数が倍増（1,500冊
→3,000冊/月））。E図書館であったスペースは、統廃合により集約され手狭になる郷土資料館の拡張に利用予定。  

【事例】セグメント分析による図書館の統廃合（熊本県宇城市） 
○ 合併に伴い、同種同規模の建物が旧町ごとに存在している現状は、少子高齢化、市民ニーズの多様化、合併による生活圏の変化に

合致した施設規模・配置では必ずしもなくなってきている。 

○ 多くの施設を維持管理する上で、更新又は大規模改修が必要な施設に計画的かつ適切な保全管理ができていない。 

背景・目的 

○ 平成20年から、図書館の統廃合についての具体的な検討を開始。 
 
○ 財務書類をもとに作成した「施設白書」のデータを使い、一日当たりの貸出冊数、 
 貸出一冊当たりのコストをグラフ化し、４つのグループに分け、各図書館の評価分析を実施。 
 
○ 必要性検討領域にある２つの図書館について、耐震性・地理的要素等も考慮しながら、 
 移転、解体等を検討。 
 

効果等 

事例概要 

○ 上記「事例概要」のような、それぞれの施設についての分析や在り方の検討を踏まえ、平成27年３月に、個々の建物等の公共施設に
ついて、集約化・複合化や長寿命化などの方針を盛り込んだ「公共施設の見直し方針」及び「施設別管理運営方針」を策定。 

○ 「公共施設の見直し方針」及び「施設別管理運営方針」をベースに、更新費用の将来推計やインフラ施設についての方針を加えて、平
成27年９月に 公共施設等総合管理計画を策定。 

○ このように、個別施設における集約化・複合化や長寿命化などの具体的な取組内容を公共施設等総合管理計画にも反映させていくこ
とは、計画策定後、事業進捗に合わせた見直しを行うための参考となるものと考えられる。 

公共施設等総合管理計画との関係 
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セグメント分析による図書館の統廃合 



 

 

14 出典「施設白書」 熊本県宇城市 平成20年3月 

施設別財務書類 図書館 
施 設 別 バ ラ ン ス シ ー ト （単位：千円）

整理No. 13-1 13-2 13-3 13-4 13-5

施設名称 小川図書館 不知火図書館 豊野図書館 松橋図書館 三角図書館

【資産】

建物等 182,112      497,983      60,500        11,520        2,886          

土地 213,720      579,050      6,419          63,381        16,512        

資産合計 395,832    1 ,077,033 66,919     74,901     19,398     

【負債】

市債 97,739        376,330      

【純資産】

純資産 298,093      700,703      66,919        74,901        19,398        

負債・純資産合計 395,832    1 ,077,033 66,919     74,901     19,398     

施 設 別 行 政 コ ス ト 計 算 書 （単位：千円）

【行政コスト】

人件費 15,209        13,139        8,592          13,421        14,475        

退職手当コスト 1,170          585            540            1,080          1,080          

委託料 1,445          1,525          565            1,713          495            

需用費 2,745          5,336          1,641          3,205          1,759          

減価償却費 4,336          11,581        1,210          1,920          74             

その他 5,151          7,910          2,521          4,458          3,780          

行政コスト合計 30,056     40,076     15,069     25,797     21,663     

【収入】

使用料

その他 4               

収入合計 4            

受益者負担割合 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%



施設別分布グラフによる評価分析 
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宇城市立中央図書館豊野分館 
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宇城市立中央図書館 
豊野分館 

旧豊野図書館 

豊野支所 

豊野小中学校 

豊野保育園 



宇城市立中央図書館豊野分館 
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旧松橋図書館 
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 統一的な基準による財務書類等を原則として平成 27 年度
から平成 29 年度までの３年間で全ての地方公共団体にお

いて作成し、予算編成等に積極的に活用されるよう特段のご
配慮をお願いします。 

 特に、公共施設等の老朽化対策にも活用可能である固定
資産台帳が未整備である地方公共団体においては、早期に
同台帳を整備することが望まれます。 

 なお、統一的な基準による財務書類等を作成するためには
、ノウハウを修得した職員の育成やＩＣＴを活用したシステム
の整備が不可欠であり、平成 27 年度には関係機関における

研修の充実・強化や標準的なソフトウェアの無償提供も行う
予定です。また、固定資産台帳の整備等に要する一定の経
費については、今年度から特別交付税措置を講じることとし
ております。 

19 

統一的な基準による地方公会計の整備促進について 
平成27年1月23日  総財務第14号  総務大臣通知  



統一的な基準による公会計自治体対応 

① 地方公会計システム対応 

 

② 固定資産台帳整備 

 

③ 財務書類等の活用 

20 
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統一モデルシステムの事前準備 

①  標準ソフトウェア？ 独自ソフトウェア？ 

②  運用体制の検討： 財政課？ 会計課？ 

③  期末一括仕訳？ 日々仕訳？ 

④  1台利用？ 複数台利用？ 

⑤  既存システムの改修 

⑥  予算体系の再編 

⑦  仕訳ルールの設定 

⑧  分析の検討 

 

 

 



22 

現行宇城市の歳出予算体系 

• 目の下に事業別・施設別の事業設定 

• 事業設定は担当係別設定 

• 委託料・工事費・備品購入等の節の下に細節
を細かく設定 

• 細節の下に説明コードを設定 

• 説明コード別に決算統計コード及び仕訳コー
ドを割振り 

 

 



宇城市財務会計システム歳出事業管理 
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 （出典：宇城市財務会計より筆者作成） 



平成28年度宇城市一般会計予算書 

24 （出典：平成28年度一般会計当初予算書抜粋） 

（款） 9 教育費  （項） 5 社会教育費 （単位：千円）

本　年　度　の　財　源　内　訳

目 本 年 度 前 年 度 比    較 特　　定　　財　　源 説　　　　　　　　　　　明

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 区　　分 金　額

  5 図書館費 123,643 184,941 △61,298 2,457 121,186   1 報    酬 24,619 図書館協議会委員報酬            111

非常勤職員報酬         24,508

  2 給    料 30,062 一般職給料         30,062

  3 職員手当等 14,938 扶養手当            666

住居手当            966

通勤手当            490

時間外勤務手当            230

管理職手当            540

期末手当          7,234

勤勉手当          4,452

児童手当            360

  4 共 済 費 8,528 共済組合負担金          8,528

  7 賃    金 5,870 臨時職員賃金          5,870

  8 報 償 費 382 報償金            282

賞賜金            100

  9 旅    費 40 費用弁償             40

 11 需 用 費 13,624 消耗品費          3,927

燃料費            408

食糧費              8

印刷製本費             57

光熱水費          7,434

修繕料          1,790

 12 役 務 費 970 通信運搬費            900

保険料             70

 13 委 託 料 10,681 一般業務委託料（単年度）               

　施設管理業務委託料             65

　清掃業務委託料          3,076

　託児業務委託料             46

　新規購入図書マーク作成業務委託料           778

　移動図書館車運転業務委託料          1,295

　図書館システム保守点検業務委託料         2,574

一般業務委託料（複数年度）               

　警備保安業務委託料            370

節

一般財源
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宇城市財務会計システム 歳出説明管理 

 （出典：宇城市財務会計より筆者作成） 



平成28年度宇城市一般会計予算書 
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（款） 7 土木費  （項） 2 道路橋りょう費 （単位：千円）

 22 補償補填及 1,750 補償金          1,750

び賠償金

 27 公 課 費 37 自動車重量税             37

  3 道路新設改 1,632,460 1,399,277 233,183 808,800 785,800 37,860   1 報    酬 1,399 非常勤職員報酬          1,399

良費

  2 給    料 7,637 一般職給料          7,637

  3 職員手当等 4,329 扶養手当            588

住居手当            312

期末手当          1,937

勤勉手当          1,192

児童手当            300

  4 共 済 費 2,237 共済組合負担金          2,237

  7 賃    金 1,392 臨時職員賃金          1,392

 13 委 託 料 97,020 一般業務委託料（単年度）               

　登記業務委託料          4,900

　不動産鑑定業務委託料          3,000

　積算システム移行業務委託料            120

建設業務委託料               

　インフラ資産（工作物）               

　　測量設計業務委託料         52,000

　インフラ資産（土地付随）               

　　不動産鑑定業務委託料          3,500

　　登記業務委託料          7,500

　インフラ資産（建設仮勘定）               

　　工事監理業務委託料         20,000

　　積算資料修正作成業務委託料          5,000

（出典：平成28年度一般会計当初予算書抜粋） 



仕訳を意識した細々節の設定① 
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仕訳を意識した細々節の設定② 
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節
コード

節名称
細節
コード

細節名称
細細節
コード

細細節名称

15 工事請負費

1 工事請負費
1 事業用資産（建物）
2 事業用資産（工作物）
3 事業用資産（その他）

4 事業用資産（建設仮勘定）
5 インフラ資産（建物）
6 インフラ資産（工作物）
7 インフラ資産（その他）
8 インフラ資産（建設仮勘定）

9 資産形成外（維持補修）
10 資産形成外（災害復旧）
11 資産形成外（その他）

17 公有財産購入費

1 土地購入費
1 事業用資産（土地）
2 インフラ資産（土地）

2 建物購入費

1 事業用資産（建物）
2 インフラ資産（建物）

3 権利購入費



仕訳を意識した細々節の設定③ 
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節
コード

節名称
細節
コード

細節名称
細細節
コード

細細節名称

18 備品購入費

1 庁用器具購入費
1 一般備品
2 重要備品（50万以上）

2 機械器具購入費

1 一般備品
2 重要備品（50万以上）

3 図書等購入費
1 一般備品
2 重要備品（50万以上）

21 貸 付 金
1 貸付金

1 長期貸付金
2 短期貸付金

22 補償補填及び賠償金
1 補償金

1 事業用資産（土地付随）
2 インフラ資産（土地付随）

3 資産形成外
2 補てん金
3 賠償金



宇城市財務会計システム決算統計管理 

30  （出典：宇城市財務会計より筆者作成） 



宇城市歳出分類 

説明単位で予算統計、決算統計
の仕訳を行う 

31 

決算統計も伝票一枚ごとに仕訳を
行っている 



32 

担当者は事業、節、細節、説明を
プルダウンで入力 

 

実は、説明単位でＢＳ、ＰＬの区分
入力は不要 



支出負担行為① 

33  （出典：平成２８年３月３１ 日付け 宇城市総務部長通知「地方公会計制度に対応した財務会計システムに係る変更点ついて」） 



34 



支出命令（仕訳） 

35  （出典：平成２８年３月３１ 日付け 宇城市総務部長通知「地方公会計制度に対応した財務会計システムに係る変更点ついて」） 



仕訳 

36  （出典：平成２８年３月３１ 日付け 宇城市総務部長通知「地方公会計制度に対応した財務会計システムに係る変更点ついて」） 



宇城市固定資産台帳整備状況 

宇城市GISシステム 固定資産台帳データ 

37 



支出命令（固定資産台帳登録） 

38  （出典：平成２８年３月３１ 日付け 宇城市総務部長通知「地方公会計制度に対応した財務会計システムに係る変更点ついて」） 



固定資産台帳登録 

39  （出典：平成２８年３月３１ 日付け 宇城市総務部長通知「地方公会計制度に対応した財務会計システムに係る変更点ついて」） 



固定資産減価償却 

40  （出典：平成２８年３月３１ 日付け 宇城市総務部長通知「地方公会計制度に対応した財務会計システムに係る変更点ついて」） 



仕訳フォロー体制 

41 



支出伝票まとめ 

42  （出典：平成２８年３月３１ 日付け 宇城市総務部長通知「地方公会計制度に対応した財務会計システムに係る変更点ついて」） 



おわりに 

• 財務書類は作成が目的ではなく、自らの
実態を客観的に捉え、そこから見えた課
題を解決していくが大切 

 

• 内部の視点では見えない部分があるため、
市民等への積極的な情報公開、専門的知
識を有する学識経験者等の意見を聴く 
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